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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 11,384 △1.2 △107 ― △180 ― △765 ―
23年3月期 11,529 △3.7 147 △76.2 55 △89.9 4 △98.3

（注）包括利益 24年3月期 △744百万円 （―％） 23年3月期 35百万円 （△88.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △127.45 ― △21.7 △1.6 △0.9
23年3月期 0.82 ― 0.1 0.5 1.2

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  △6百万円 23年3月期  △9百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 10,805 3,118 28.8 519.18
23年3月期 10,444 3,935 37.6 655.16

（参考） 自己資本   24年3月期  3,118百万円 23年3月期  3,935百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 934 △2,366 1,297 1,108
23年3月期 953 △539 △218 1,267

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 72 ― 1.8
24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 31.6

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,200 △21.3 100 ― 60 ― 55 ― 9.15
通期 8,600 △24.4 300 ― 200 ― 190 ― 31.63

ynatori
新規スタンプ



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 6,050,000 株 23年3月期 6,050,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期 43,684 株 23年3月期 43,684 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 6,006,316 株 23年3月期 6,006,843 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 11,308 △0.4 △248 ― △222 ― △1,081 ―
23年3月期 11,359 △1.2 82 △86.7 73 △88.6 68 △79.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 △179.99 ―
23年3月期 11.34 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 7,757 2,856 36.8 475.59
23年3月期 8,231 4,022 48.8 669.63

（参考） 自己資本 24年3月期  2,856百万円 23年3月期  4,022百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
なお、業績予想に関する事項は２ページから５ページの「１．経営成績」をご参照ください。 

売上高 経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利
益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,200 △20.7 0 ― 0 ― 0.00
通期 8,500 △24.8 160 ― 150 ― 24.97
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(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災による景気減退から回復に向けた動きが見られ、復興需要

も増加しつつありますが、円高、タイ王国の洪水、原油価格の高騰などの影響を受け依然として厳しい状況で推移い

たしました。 

当業界におきましても、太平洋・大西洋海域での漁獲不振ならびにインド洋海賊問題が継続しており、各運航船

の航海日数は積荷確保のため伸長傾向にありました。また、燃料油価格高騰の影響も大きく受けました。このような

厳しい環境のもとではありましたが、当社グループはコスト削減努力と蓄養まぐろ加工業務が寄与し、第３・第４四

半期連結会計期間（10～３月）は第２四半期連結累計期間（４～９月）に比べて売上総利益は大きく改善しました。

しかしながら、第２四半期連結累計期間（４～９月）の損失まではカバーすることができず、当連結会計年度の

営業成績はグループ売上高113億８千４百万円（前年同期比１億４千５百万円 1.2％減）、営業損失１億７百万円

（前年同期は営業利益１億４千７百万円）、経常損失１億８千万円（前年同期は経常利益５千５百万円）となりまし

た。また、当社100％子会社 EAST POWER SHIP S.A.所有のケミカルタンカー STOLT MEGAMI(総トン数12,099トン 平

成20年７月竣工)について、昨今の中古船売買市場の急落を勘案し、５億１千１百万円の減損処理をおこない、さら

に今後の業績動向を慎重に検討し繰延税金資産の一部を取り崩した結果、法人税等調整額６千４百万円を計上して、

当期純損失は７億６千５百万円（前年同期は当期純利益４百万円）となりました。 

    

当連結会計年度のセグメント別業績 

海運事業 

 海運事業につきましては、燃料油価格高騰・漁獲不振・海賊問題の影響を大きく受けて主力の冷凍まぐろ運搬業務

の落ち込みが顕著でありました。運航効率を強く意識した経費削減効果ならびに蓄養まぐろ加工業務の拡大などがあ

ったものの、売上高は44億７千９百万円（前年同期比１億７千２百万円 3.7％減）、セグメント利益６千１百万円

（前年同期比１億９千万円 75.4％減）と大きく減収となりました。 
  

貿易事業  

 貿易事業につきましては、まぐろ漁業をとりまく厳しい環境を受けて冷凍まぐろ輸入代行手数料収入が落ち込み、

蓄養まぐろ販売手数料収入をもってカバーしたものの、売上高は29億３千３百万円（前年同期比１千４百万円 0.5％

減）、セグメント利益９千８百万円（前年同期比１千万円 9.5％減）と減収減益となりました。 
  
洋上給油事業  

 洋上給油事業につきましては、販売対象漁船数は減少したものの、燃料油価格の高騰の結果、売上高は35億８千１

百万円（前年同期比８千９百万円 2.5％増）、セグメント利益７千６百万円（前年同期比３百万円 4.3％減）とな

りました。 
  
船舶貸渡事業 

 船舶貸渡事業につきましては、傭船料収入がUSドル建てであるため円高の影響を大きく受け、売上高は３億８千７

百万円（前年同期比４千６百万円 10.8％減）、セグメント損失８千８百万円（前年同期はセグメント損失３千３百

万円）となりました。 

  

不動産事業 

 不動産事業につきましては、賃貸人変更により売上高は５百万円（前年同期比０百万円 10.8％減）、セグメント

利益１百万円（前年同期比０百万円 28.6％減）となりました。 

  

１．経営成績



次期の見通しにつきましても、まぐろ漁業をとりまく環境は厳しさが続くものと予想しております。当社グループ

といたしましては以下に記載した改善施策を既に実行もしくは計画しております。 

これらの結果、次期は第1四半期会計期間から連結経常利益確保の目途がつき、結果として通期では昨年策定した

中期経営計画2年目のグループ利益目標を達成する見込みであります。 

  

海運事業 

A 超低温冷蔵船傭船契約の抜本的な見直し 

  当社グループの主要業務である冷凍まぐろ運搬業務において６隻の傭船契約を見直し、４隻は手数料売上を計上

する運航形態とし、２隻については４月に傭船契約を解除いたしました。  

B 冷凍まぐろ以外の漁獲物の運送 

 海外大手水産会社との長期的な運送契約締結により、グループ所有超低温冷蔵船１隻を冷凍まぐろ以外の水産

物運搬に投入いたします。これにより新しい貨物の獲得と安定した収益を確保いたします。 

C 中古超低温冷蔵船(総トン数3,936トン 平成10年10月竣工)の購入 

 上記B．において、冷凍まぐろ運搬業務から離脱する超低温冷蔵船の代船として、竣工以来当社との定期傭船契

約により運搬業務に就いておりました１隻を、子会社PANAMA TRL S.A.が７月に購入し、自社運航により冷凍まぐ

ろ運搬業務をおこないます。船費に占める船舶減価償却費の割合は僅少で運航コストの低い採算性・競争力の高い

運搬船として下期からの売上ならびに利益に寄与します。 

D 運航効率の徹底 

 当社グループの主要業務である冷凍まぐろ運搬事業において従来からの経費削減施策に加えて、当社主導の転載

ポジション決定など、まぐろの洋上転載業務の効率化、燃費効率の最適運航の推進などを実施することにより、さ

らなる経費削減に努めます。 

貿易事業 

 冷凍餌、まぐろ商材などの取扱いを拡大し、収益源の確保に努めるとともに蓄養まぐろ販売手数料収入の確保を

目指します。 

台湾子会社の事業内容強化 

    子会社、東栄海洋企業有限公司につきましては従来グループの業務部門として機能しておりましたが、独立採算

会社として営業体制の強化を図り、独自に顧客を獲得し営業を開始しました。従来からのグループ業務部門として

の営業活動に加えて、子会社自ら利益確保を目指しグループ全体での外部売上拡大を図ります。 

  

このほか、蓄養まぐろ加工事業・洋上給油事業については当連結会計年度とほぼ同等の売上ならびに利益を見込

んでおります。また子会社所有のケミカルタンカーの減損処理により、次期以降の減価償却費が軽減されます。 

     

なお、次期の業績見通しの主な前提といたしましては、通期の為替レートを１USドル83円、燃料油価格（C重油）

については１MT 800 USドルと設定しております。 

  

中期経営計画（平成23年４月～平成26年３月）につきましては弊社ホームページ

（http://www.toeireefer.co.jp/）にて開示しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債および純資産の状況 

  当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ３億６千万円増加し、108億５百万円になりました。このう

ち流動資産は前連結会計年度末に比べ４億５千７百万円減少し、57億６千１百万円となりました。これは、短期貸付

金が４億５千７百万円増加したものの、受取手形・海運業未収入金及び売掛金が２億７千９百万円、現金及び預金が

１億５千８百万円、その他流動資産４億９百万円などの減少があったことによるものです。固定資産は、前連結会計

年度末に比べ８億１千８百万円増加し、50億４千３百万円となりました。これは有形固定資産の船舶において、超低

温冷蔵船の取得18億６千７百万円があったものの、これに伴い建設仮勘定１億７千８百万円が減少し、船舶減価償却

費４億７千５百万円およびケミカル・タンカーの減損５億１千１百万円を計上したためなどであります。 

  負債は、前連結会計年度末に比べ11億７千７百万円増加し、76億８千６百万円となりました。このうち、流動負債

は、前連結会計年度末に比べ３億９百万円増加し、31億１千１百万円となりました。これは海運業未払金及び買掛金

が１億８千８百万円減少したものの、短期借入金が５億４千１百万円増加したことなどによるものです。固定負債

は、前連結会計年度末に比べ８億６千８百万円増加し、45億７千５百万円となりました。これは、長期借入金が９億

３千万円増加したことなどによります。  

  純資産は、前連結会計年度末に比べ８億１千６百万円減少し、31億１千８百万円となりました。これは利益剰余金

が７億８千９百万円などの減少があったことによるものです。 

  この結果自己資本比率は、前連結会計年度末より8.8％低下し28.8％になりました。 



 ② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ１億５千８百万円 

減少し、11億８百万円になりました。 

 その内訳としましては、営業活動による資金では、税金等調整前当期純損失６億９千５百万円がありましたが、減

価償却費４億９千６百万円、減損損失５億１千１百万円、売上債権の減少額２億７千９百万円、その他の流動資産の

減少額３億８千８百万円などにより、９億３千４百万円の収入となりました。 

 投資活動による資金は貸付金の回収による収入11億２百万円があったものの、貸付けによる支出17億４千８百万

円、有形固定資産取得による支出17億３千１百万円などにより、23億６千６百万円の支出となりました。 

 財務活動による資金は、長期借入金の返済による支出８億３千２百万円、社債の償還による支出２億円があったも

のの、短期借入金の純増額３億５千５百万円、長期借入れによる収入19億５千万円などにより、12億９千７百万円の

収入となりました。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い  

  （注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  （注2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  （注3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  （注4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

     ります。  

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして考えております。 

財政基盤の強化および今後の事業展開に備えて内部留保をおこなうとともに、安定的な利益配当を考慮しつつも基本

的には業績に連動した利益配当を実施することを基本方針としております。 

 しかしながら当期に関しましては、業績回復への諸施策も進行過程にあり、多大な損失を計上いたしました。した

がいまして、誠に遺憾ながら期末配当実施を見送らせて頂きたいと存じます。 

 なお、次期の配当につきましては現時点では中期経営計画2年目のグループ利益目標を達成する見込みであり、期

末配当は10円を予定しております。 

  

  指    標 20年３月期 21年３月期 22年３月期 23年３月期 24年３月期 

① 自己資本比率        37.2％ 29.4％ 37.1％  37.6％  28.8％ 

② 時価ベースの自己資本比率  20.8％ 11.8％ 18.0％  15.3％  9.1％ 

③ キャッシュ・フロー対有利子負債比率 14.2年 8.7年 2.7年   4.9年 6.5年 

④ インタレスト・カバレッジ・レシオ  4.2倍 5.9倍 13.1倍 8.5倍 8.5倍 



(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価および財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものが

あります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

 ① 事業内容について 

 当社グループの主な事業は海運事業、貿易事業、洋上給油事業、および船舶貸渡事業でありますが、このほとんど

の顧客がまぐろ関連、まぐろ漁船主が中心であります。したがいまして、まぐろを取り巻く環境、具体的には漁獲海

域の制限、漁獲量、資源管理、魚価、流通、消費者価格、消費量、漁船主の経営状態などに大きく影響を受けるリス

クがあります。 

 ② 燃料油価格、為替レート、金利の変動 

 A 燃料油価格 

 海運事業におきまして、原油価格の高騰が続きますと燃料油価格も上昇し、経費が増大し業績に影響をおよぼすリ

スクがあります。また、まぐろ漁船も同様であり、漁業経営は圧迫され、当社が運賃などに転嫁するには限界がある

ため、結果として当社グループの業績に影響をおよぼすリスクがあります。燃料油価格変動のリスクを抑制するため

に燃料油のコモディティデリバティブをＣ重油を対象に実消費の範囲のなかで一定水準の枠を設定し利用しておりま

す。 

 B 為替レート 

 特に海運事業におきましては、収入はケミカルタンカーの傭船料収入を除き、運賃収入を含めほとんどが円建てで

ありますが、費用のうち海外での港費、燃料油、外国人乗組員の給料などがUSドル建てであり、対USドルレートの変

動によって業績に影響をおよぼすリスクがあります。為替変動リスクを抑制するために予算レートより有利なレート

で為替予約をおこなっております。ヘッジ取引量は全体額の一定水準の枠を設定し為替変動リスクの軽減を図ってお

ります。 

 C 金利 

 有利子負債のうち金利が変動することによって業績に影響をおよぼすリスクがあります。したがって、一部の借入

契約については金利スワップを利用して借入金に対する金利変動リスクを抑制しております。 

 ③ 法的規制等 

 A まぐろ関連 

 「マグロ類の資源保存及び最適利用の確保、持続的漁獲の維持」などを目的として、海域ごとにICCAT（大西洋ま

ぐろ類保存国際委員会）、IOTC（インド洋まぐろ類委員会）、IATTC（全米熱帯まぐろ類委員会）等の国際漁業管理

機関が設立され資源管理がおこなわれております。また日本の水産庁もこの国際的な潮流に従い日本への運搬、輸

入等に監視管理・指導をおこなっております。今後も規制はさらに強化される可能性もあり、短期的には事業およ

び業績に影響を及ぼすリスクがあります。 

 B 海運関連 

 海運事業におきましては、設備の安全性や船舶の安全運航のために、国際機関および各国政府の法令、船級協会の

規則等、様々な公的規制を受けております。特に安全確保、環境保全において法規制の強化が図られ、これらの法規

制を遵守するために、コスト増加の可能性があります。法規制に対応できない場合は、活動が制限され、事業および

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 C 貿易関連 

 水産加工食品販売におきましては、衛生面での安全性や環境対策において法規制の強化が図られており充分な注意

を払っておりますが、活動が制限され事業および業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ④ 国際的活動に潜在するリスク 

 取引先は、日本はもとより、東南アジアを中心に多岐にわたっており、次のようなリスクが考えられます。 

  A 予期しない法律または規制の変更 

  B 不利な政治または経済要因 

  C 人材の採用と確保の難しさ 

  D 地政学的リスク 

  E 投融資リスク 

⑤ その他のリスク 

インド洋での海賊行為が頻繁に発生し、船舶の運航ならびにまぐろ漁業が制限されており、事業および業績に大き

な影響をおよぼしております。 

 当社グループの本社機能は東京都港区にあり、このほかに営業所などの拠点を有しておりません。大規模災害など

により本社機能が喪失した場合は、事業継続計画により台湾子会社をセンターとする仕組みを構築しておりますが、

当社グループの活動が大きく限定される可能性があります。 



   

 
  

２．企業集団の状況



 (1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは冷凍まぐろ運搬事業をわが国で最初に事業化し、日本の食文化に貢献することを経営理念とし

ております。業界のリーダーとしての自負を持ち、社会的使命を自覚し、取引先よりいただいた信頼と貴重な経

験をもとに、経営資源の選択と集中を図り営業力の強化および自由な発想が生まれる活発な職場環境を重視し、

成長を維持できる会社を目指します。 

  

 (2）目標とする経営指標 

中期経営計画（平成23年４月～平成26年３月）の具体的内容につきましては弊社ホームページ

（http://www.toeireefer.co.jp/）にて開示しております。 

  

 （3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は水産物運搬およびまぐろ漁業に関する事業領域にて収益確保を第一として発展を目指し、企業価値の増

大に努めます。そのために以下の経営上の課題を中期的な重点施策とし具体的に取り組みます。 

① 経営資源を組替え、集中的・効率的に投入し、顧客ニーズにあった価値あるサービスを提供いたします。 

② 会社の成長を支える人材育成と確保を図り、社員一人ひとりがモチベーションを高め、社員の夢が実現で

きるより良い会社を目指すことができるように、組織の活性化・充実を評価制度と研修制度をとおして継続的

に取り組みます。 

③ キャッシュ・フローの最大化、有利子負債を削減し財務の強化を図ります。緻密な資金管理、効率的な資金

の運用と調達をおこなってまいります。有利子負債の削減をさらに進め、また長期安定性の目安である自己資

本比率を40％以上に維持・向上するよう努力いたします。また、財務体質の強化を追求し資金調達手段として

直接金融も前向きに検討いたします。 

④ 船舶の安全管理・運航および環境保全など海上・陸上の総合的な危機管理システムの構築を図ります。 

⑤ 更なる事業拡大・利益確保のために情報システムの再構築、組織の見直しをおこなってまいります。 

⑥ 水産物で関係が深く成長が見込める東南アジアを重点地域として位置づけ、関連事業を拡大してまいりま

す。 

   

 （4）会社の対処すべき課題 

 当社グループを取り巻く環境が依然厳しいなか、かかる事態を打開すべく、新たな分野にも積極的に挑戦し、

継続的な企業価値の向上を図り、各事業分野において高収益が確保できる収益構造を構築する必要があります。

また、財務体質の強化を図り、企業の社会的責任を果たすことが重要な課題と考えております。そのために、当

社グループは以下の施策を推進してまいります。 

  

① 安定的収益の確保 

 成長性と収益性を安定的に確保できる経営を遂行していくため、グループ一体となって遠洋延縄まぐろ漁船に

対して付加価値のあるサービスを提供することにより営業強化を図ってまいります。また、海運関連事業におき

ましては、以下A ・B・ Cにより安定的収益の確保を目指します。 

A.水産資源の管理・規制強化は永続的漁業を目指す過程で必要な措置との認識から、収益に短期的な影響は生

じるものの将来を見据えてグループをあげて遵守しつつ、次期の見通しで記載しました改善施策を着実に実行

してまいります。 

B．インド洋の海賊行為の拡大については保険会社などとの情報共有を密におこない航行区域の限定により船

舶および乗員の安全を図るとともに、同海域での集荷活動に際してはソフト・ハード両面での充分な準備と装

備をおこない安全を第一に対応いたします。 

C．燃料油価格の高騰については実需の範囲内でコモディティ・デリバティブ契約、為替変動については予算

および実需の範囲内で為替予約を実行し変動リスクをヘッジしてまいります。 

 また、貿易関連事業におきましては海外からの水産物輸出入販売や各種手数料売上の開拓を積極的に取り組

み、取扱品目の多様化を図って収益確保を目指します。 

  

② 財務体質の強化 

 成長を支える財務基盤の強化として資本の充実を図り、自己資本比率の改善をすすめてまいります。今後も引

き続き効率的キャッシュ・フロー経営のより一層の徹底を図り、有利子負債の抑制に努め、財務体質の強化を図

ってまいります。 

３．経営方針



  

③ 企業の社会的責任への取り組み 

 従業員の行動指針を明文化した「私たちの行動基準」のもと、社員、役員の一人ひとりが法規則の遵守，社会

秩序の維持、社会への貢献などを理解、実践するよう教育・啓蒙し，船舶の安全運航と地球環境への配慮をおこ

ない今後もコーポレート・ガバナンス、内部統制システム、およびコンプライアンスの向上に努めてまいりま

す。  



４．連結財務諸表 
（１）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

海運業収益 5,086,480 4,867,079

海運業費用 4,669,250 4,706,752

海運業利益 417,230 160,327

貿易業収益 2,948,750 2,933,801

貿易業費用 2,693,476 2,676,972

貿易業利益 255,274 256,828

洋上給油事業収益 3,492,359 3,581,557

洋上給油事業費用 3,401,303 3,494,016

洋上給油事業利益 91,056 87,541

その他事業収益 2,297 1,681

その他事業費用 898 597

その他事業利益 1,399 1,083

売上総利益 764,960 505,781

販売費及び一般管理費 617,736 613,468

営業利益又は営業損失（△） 147,223 △107,686

営業外収益   

受取利息 41,778 38,102

受取配当金 3,260 3,952

デリバティブ評価益 18,426 －

貸倒引当金戻入額 － 2,247

為替差益 － 2,343

その他営業外収益 7,889 7,520

営業外収益合計 71,355 54,165

営業外費用   

支払利息 111,186 109,253

持分法による投資損失 9,987 6,136

為替差損 35,779 －

その他営業外費用 6,111 11,616

営業外費用合計 163,063 127,005

経常利益又は経常損失（△） 55,515 △180,527

特別利益   

貸倒引当金戻入額 12,805 －

特別利益合計 12,805 －

特別損失   

投資有価証券評価損 25,782 －

減損損失 17,404 511,374

固定資産除却損 － 2,376

投資有価証券売却損 － 1,670

特別損失合計 43,186 515,421

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

25,133 △695,948

法人税、住民税及び事業税 45,716 5,130

法人税等調整額 △25,507 64,437

法人税等合計 20,209 69,568

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

4,924 △765,516

当期純利益又は当期純損失（△） 4,924 △765,516



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

4,924 △765,516

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,024 6,866

繰延ヘッジ損益 31,953 6,207

為替換算調整勘定 △460 △116

持分法適用会社に対する持分相当額 7,358 7,853

その他の包括利益合計 30,826 20,811

包括利益 35,750 △744,704

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 35,750 △744,704

少数株主に係る包括利益 － －



（２）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 890,000 890,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 890,000 890,000

資本剰余金   

当期首残高 961,593 961,593

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 961,593 961,593

利益剰余金   

当期首残高 2,220,631 2,117,424

当期変動額   

剰余金の配当 △108,131 △72,075

当期純利益又は当期純損失（△） 4,924 △765,516

持分法の適用範囲の変動 － 47,637

当期変動額合計 △103,207 △789,954

当期末残高 2,117,424 1,327,469

自己株式   

当期首残高 △14,577 △14,851

当期変動額   

自己株式の取得 △274 －

当期変動額合計 △274 －

当期末残高 △14,851 △14,851

株主資本合計   

当期首残高 4,057,647 3,954,165

当期変動額   

剰余金の配当 △108,131 △72,075

当期純利益又は当期純損失（△） 4,924 △765,516

自己株式の取得 △274 －

持分法の適用範囲の変動 － 47,637

当期変動額合計 △103,481 △789,954

当期末残高 3,954,165 3,164,211



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 15,901 7,876

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8,024 6,866

当期変動額合計 △8,024 6,866

当期末残高 7,876 14,743

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △111,352 △79,399

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,953 6,207

当期変動額合計 31,953 6,207

当期末残高 △79,399 △73,191

為替換算調整勘定   

当期首残高 45,603 52,501

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,898 △39,901

当期変動額合計 6,898 △39,901

当期末残高 52,501 12,600

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △49,848 △19,021

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30,826 △26,826

当期変動額合計 30,826 △26,826

当期末残高 △19,021 △45,847

純資産合計   

当期首残高 4,007,799 3,935,143

当期変動額   

剰余金の配当 △108,131 △72,075

当期純利益又は当期純損失（△） 4,924 △765,516

自己株式の取得 △274 －

持分法の適用範囲の変動 － 47,637

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30,826 △26,826

当期変動額合計 △72,655 △816,780

当期末残高 3,935,143 3,118,363



（３）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,379,155 1,220,884

受取手形・海運業未収金及び売掛金 2,297,033 2,017,469

有価証券 17,604 10,013

商品及び製品 317,451 376,075

原材料及び貯蔵品 339,648 274,838

短期貸付金 823,226 1,280,861

繰延税金資産 － 34,260

その他 1,074,962 665,187

貸倒引当金 △30,130 △117,735

流動資産合計 6,218,951 5,761,856

固定資産   

有形固定資産   

船舶 8,308,834 9,540,238

減価償却累計額 △5,201,724 △5,530,413

船舶（純額） 3,107,110 4,009,825

建物及び構築物 396,625 396,625

減価償却累計額 △230,837 △239,274

建物及び構築物（純額） 165,788 157,351

その他 68,445 83,647

減価償却累計額 △52,011 △63,516

その他（純額） 16,434 20,130

土地 304,313 304,313

建設仮勘定 178,082 －

有形固定資産合計 3,771,728 4,491,620

無形固定資産 4,001 2,988

投資その他の資産   

投資有価証券 108,713 113,459

長期貸付金 56,591 231,339

繰延税金資産 171,305 65,623

その他 113,247 139,302

貸倒引当金 △201 △925

投資その他の資産合計 449,656 548,799

固定資産合計 4,225,386 5,043,407

資産合計 10,444,337 10,805,263



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

海運業未払金及び買掛金 968,726 779,799

1年内償還予定の社債 190,000 140,000

短期借入金 1,237,900 1,779,700

前受収益 34,192 34,529

未払法人税等 45,741 3,364

賞与引当金 17,700 11,000

繰延税金負債 12,240 －

その他 295,046 362,716

流動負債合計 2,801,546 3,111,110

固定負債   

社債 240,000 190,000

長期借入金 3,066,100 3,996,650

退職給付引当金 169,681 183,958

役員退職慰労引当金 145,606 148,948

特別修繕引当金 － 12,828

その他 86,259 43,405

固定負債合計 3,707,646 4,575,790

負債合計 6,509,193 7,686,900

純資産の部   

株主資本   

資本金 890,000 890,000

資本剰余金 961,593 961,593

利益剰余金 2,117,424 1,327,469

自己株式 △14,851 △14,851

株主資本合計 3,954,165 3,164,211

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,876 14,743

繰延ヘッジ損益 △79,399 △73,191

為替換算調整勘定 52,501 12,600

その他の包括利益累計額合計 △19,021 △45,847

純資産合計 3,935,143 3,118,363

負債純資産合計 10,444,337 10,805,263



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

25,133 △695,948

減価償却費 468,462 496,347

持分法による投資損益（△は益） 9,987 6,136

減損損失 17,404 511,374

貸倒引当金の増減額（△は減少） △58,237 88,328

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,633 △6,700

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △28,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,675 14,277

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,148 3,342

特別修繕引当金の増減額（△は減少） － 12,828

受取利息及び受取配当金 △45,038 △42,054

支払利息 111,186 109,253

投資有価証券評価損益（△は益） 25,782 －

デリバティブ評価損益（△は益） △18,426 －

為替差損益（△は益） 70,133 38,952

売上債権の増減額（△は増加） 484,478 279,563

たな卸資産の増減額（△は増加） △110,030 7,186

仕入債務の増減額（△は減少） △33,275 △188,926

その他の流動資産の増減額（△は増加） 147,938 388,657

その他の流動負債の増減額（△は減少） 93,625 60,337

その他 2,129 △37,625

小計 1,180,442 1,045,329

利息及び配当金の受取額 109,228 42,627

利息の支払額 △113,101 △109,085

法人税等の支払額 △222,732 △44,138

営業活動によるキャッシュ・フロー 953,836 934,732

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △204,984 △1,731,228

貸付けによる支出 △1,270,000 △1,748,886

貸付金の回収による収入 943,300 1,102,697

その他 △7,724 10,805

投資活動によるキャッシュ・フロー △539,408 △2,366,611

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 145,000 355,000

長期借入れによる収入 650,000 1,950,000

長期借入金の返済による支出 △594,990 △832,650

社債の発行による収入 － 97,740

社債の償還による支出 △310,000 △200,000

自己株式の取得による支出 △274 －

配当金の支払額 △107,759 △72,929

財務活動によるキャッシュ・フロー △218,024 1,297,160

現金及び現金同等物に係る換算差額 △61,223 △23,545

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 135,180 △158,263

現金及び現金同等物の期首残高 1,131,992 1,267,172

現金及び現金同等物の期末残高 1,267,172 1,108,908



該当事項はありません。  

  

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）表示方法の変更

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「前渡金の増減額

（△は増加）」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他の流動資産の増減額（△

は増加）」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の

組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「前渡金の増減額（△は増加）」に表示していた201,216千円は、「その他の流動資産の増減額（△は増加）」

として組み替えております。 

  

２．前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払金の増減額

（△は減少）」は重要性が乏しいため、当連結会計年度においては「その他の流動負債の増減額（△は減少）」に

含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っ

ております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「未払金の増減額（△は減少）」に表示していた△330千円は、「その他の流動負債の増減額（△は減少）」と

して組み替えております。 

  

３．前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「保険積立金の増

減額（△は増加）」は重要性が乏しいため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「保険積立金の増減額（△は増加）」に表示していた742千円は、「その他」として組み替えております。 

  

４．前連結会計年度において、区分掲記しておりました「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「有価証券の償還

による収入」は重要性が乏しいため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」

の「有価証券の償還による収入」に表示していた11,192千円は、「その他」として組み替えております。 

（7）追加情報

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）  

  当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に 関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

  なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当連結会

計年度の「貸倒引当金戻入額」は、「営業外収益」に計上しておりますが、前連結会計年度については遡及処理を行

っておりません。  

  



      １．報告セグメントの概要   

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社グループは本社に事業・サービス別の部門を置き、各部門は、事業の内容について国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、業務部門を基礎として業務・サービス別のセグメントから構成されており、

「海運事業」、「貿易事業」、「洋上給油事業」、「船舶貸渡事業」及び「不動産事業」の５つを報告セグメン

トとしております。 

 「海運事業」は、超低温冷蔵船の運航及び傭船業務、蓄養まぐろ加工運搬業務をしており、「貿易事業」は、

輸出入貿易業務、冷凍まぐろ輸入代行業務、冷凍まぐろ販売業務をしており、「洋上給油事業」は、漁船向け燃

油給油業務をしており、「船舶貸渡事業」は船舶貸渡業務、「不動産事業」は、不動産賃貸業務をしておりま

す。 

  

      ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。  

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。 

  

   ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

（注）１. セグメント利益の調整額261,661千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用261,661千円

          であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

      ２. セグメント資産の調整額600,639千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主なもの 

          は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。  

      ３. 減価償却費の調整額2,937千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費でありま 

          す。 

      ４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,754千円は、特定のセグメントに帰属しない 

          全社資産の増加額であります。  

     ５. セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

（8）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注１） 
 (注２） 

連結 
財務諸表 
計上額 

  
海運事業 貿易事業 

洋上給油 
事業 

船舶貸渡 
事業  

不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  4,651,600  2,948,750  3,492,359 434,880  2,297  11,529,889  －  11,529,889

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  － － 3,360  3,360  (3,360)  －

計  4,651,600  2,948,750  3,492,359 434,880  5,657  11,533,249  (3,360)  11,529,889

セグメント利益     

又は損失（△） 
 251,944  108,554  79,629  △33,506 2,263  408,885 (261,661)  147,223

セグメント資産  2,896,867  2,794,777  1,099,180  3,029,824  23,047  9,843,697  600,639  10,444,337

その他の項目 

  

 減価償却費  

 

 

 178,980  4,698  2,224  279,283  337

 

 

 465,524

 

 

 2,937  468,462

 減損損失   －  －  －  －  17,404  17,404  －  17,404

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 183,721  1,774  9,862  545  27  195,930  1,754  197,684



当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

（注）１. セグメント損失の調整額257,051千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用257,051千円

          であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

      ２. セグメント資産の調整額578,062千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主なもの 

          は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。  

      ３. 減価償却費の調整額3,399千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費でありま 

          す。 

      ４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額278千円は、特定のセグメントに帰属しない 

          全社資産の増加額であります。  

     ５. セグメント損失は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注１） 
 (注２） 

連結 
財務諸表 
計上額 

  
海運事業 貿易事業 

洋上給油 
事業 

船舶貸渡 
事業  

不動産事業 計 

売上高             

外部顧客への売上高  4,479,191  2,933,801  3,581,557 387,887  1,681  11,384,120  －  11,384,120

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  － － 3,360  3,360  (3,360)  －

計  4,479,191  2,933,801  3,581,557 387,887  5,041  11,387,480  (3,360)  11,384,120

セグメント利益     

又は損失（△） 
 61,852  98,240  76,143  △88,487 1,615  149,365 (257,051)  △107,686

セグメント資産  4,168,403  2,967,811  884,914  2,183,117  22,953  10,227,200  578,062  10,805,263

その他の項目 

  

 減価償却費  

 

 

 207,126  3,956  2,573  279,234  58

 

 

 492,948

 

 

 3,399  496,347

 減損損失   －  －  －  511,374  －  511,374  －  511,374

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 
 1,705,188  264  24,144  96  4  1,729,698  278  1,729,977



(注)１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

     該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 655.16 円 519.18

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△） 円 0.82 円 △127.45

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  

前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）    

当期純利益又は当期純損失（△） 千円 4,924 千円 △765,516

普通株主に帰属しない金額 千円 － 千円 －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） 千円 4,924 千円 △765,516

期中平均株式数 株 6,006,843 株 6,006,316

（重要な後発事象）



  

役員の異動（平成24年6月28日予定） 

  

1.取締役の昇任 

鍋島 嘉六  常務取締役管理部門担当（現 取締役営業本部長） 

本田 英樹  常務取締役営業部門担当（現 取締役船舶事業本部長） 

  

2.新任取締役候補（※） 

若木 章   取締役営業本部長（現 営業本部長） 

  

3.補欠監査役候補（社外）（※） 

水谷 勇  （現 水谷公認会計士事務所 所長） 

  

4.退任予定取締役 

﨑山 昌明 （現 取締役相談役） 

  

（※）新任取締役および補欠監査役の選任については、平成24年6月28日開催予定の定時株主総会に取締役選任議案、補

欠監査役選任議案として付議する予定であります。 

  

                                     以上

５．その他
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